
 

 

 



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
福島県 鮫川村

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

4,222
131.30

1,928,150
3,337,997
3,010,335

74,030

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.18]

類似団体内順位
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.1%]

類似団体内順位
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [240,567円]

類似団体内順位

30/129
全国市町村平均

114,142
福島県市町村平均

113,923

(円)

1,800,000

1,500,000

1,200,000

900,000

600,000

300,000

0

1,572,725

150,001

298,597
300,655296,888306,857

243,757

H20H19H18H17H16

240,567
242,286234,688226,565232,040

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.1]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [15.87人]

類似団体内順位
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [12.0%]

類似団体内順位

27/129
全国市町村平均

11.8
福島県市町村平均

14.3

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

27.4

3.5

15.8
16.316.1

14.1

H20H19H18H17H16

12.013.013.9

14.7

将来負担の状況

将来負担比率 [33.8%]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

鮫川村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
類似団体の平均とほぼ同じだが、全国市町村平均や福島県市町村平均に比べるとかなり
低い。村税などの自主財源が乏しいことが主な要因である。今後も引き続き自主財源の確
保に努め、改善に向けて努力する。
【経常収支比率】
昨年比0.3ポイント低くなっているが、類似団体平均と比べ1.2ポイント高く、全国市町村平
均に比べ2.3ポイント低くなっている。退職不補充などによる人件費の削減をはじめ、各種
行財政改革の取り組みを通じて、義務的経費の削減に努めた結果である。引き続き義務
的経費の削減に努める。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
本村は、240,567円で、類似団体平均の298,597円より少ないが、県や全国の市町村平均
と比べれば、まだまだ高いので、人件費・物件費の歳出削減に努める。

【ラスパイレス指数】
類似団体に比べ4.0ポイント高い。平成１６年度から職員の特殊勤務手当を全廃した。平成
２０年度も前年度に引き続き、通勤手当や住居手当、管理職手当等をカットしている。村長
20％、副村長10％、教育長5％の給料削減、議員報酬も10％削減した。今後も退職不補充
や各種手当のカットなどにより、総人件費の削減に努力するとともに、給与水準の適正化
に努める。
【人口1,000人当たりの職員数】
本村は、15.87人で、類似団体平均の19.35人に比べ若干少ないが、全国市町村平均7.46
人や県市町村平均の7.53人に比べると多い。今後は、総務省通知による定員適正化計画
に沿って平成17年度から平成21年度までに職員を５人削減する予定である。
【実質公債費比率】
本村は12.0％で、類似団体平均の15.8％や県市町村平均の14.3％に比べるとややよい。し
かし、今後実施する事業によっては、地方債の発行が多くなることが予想されるので、辺地
対策事業債や過疎対策事業債などの交付税措置がある起債を主に活用しながら、実施す
る事業を選別して地方債の発行を抑制し、財政の健全化に努める。

【将来負担比率】
全国市町村平均や県内市町村平均を大きく下回っているが、類似団体平均に比べ4.6％高い
33.8％となっている（昨年比18.3％の減）。減少した要因は、白河地方広域市町村圏整備組合、
東白衛生処理組合において新たな地方債を起こしていないこと、地方債償還を確実に行ってい
ることによる地方債残高の減や財政調整基金の積立による充当可能基金の増額があげられる。
今後も行財政改革を進め、財政の健全化に努める。



歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 福島県 鮫川村

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

4,222
131.30

1,928,150
3,337,997
3,010,335
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人(H21.3.31現在)
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当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

経常収支比率（合計）
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類似団体平均

鮫川村

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【経常収支比率】
経常収支比率（合計）は86.1％と類似団体の84.9％より1.2％高くなっているが、昨年度比0.3％の減となっている。内訳を見ると、
人件費と扶助費の経常収支比率が類似団体に比べて高くなっているのは、保育所運営を直営で行っているため、これに係る人
件費や扶助費が多いことが主な要因である。
【人件費】
職員の退職不補充など行財政改革に取り組んでおり、人件費及び人件費に準ずる費用の人口1人当たり決算額は、190,378円
で、類似団体の211,391円に比べ21,013円少ない。人口1,000人当たり職員数は15.87人で、類似団体の19.35人に比べ3.48人少
ない。しかし、ラスパイレス指数は97.1で、類似団体の93.1に比べ若干高い。今後も、総務省通知による定員適正化計画及び県
の要領による財政健全化計画に沿って、給与水準の適正化、総人件費の削減に努める。
【公債費】
公債費及び公債費に準ずる費用の人口１人当たり決算額は43,751円で、類似団体の74,139円に比べ30,388円（41.0％）少な
い。実質公債費比率は、12.0％で類似団体平均の15.8％に比べ若干よい。公債費の償還はピークを過ぎたが、今後も実施する
事業を選別して地方債の発行を抑制し、財政の健全化に努める。
【普通建設事業費】
平成20年度の普通建設事業費の人口1人当たり決算額は、121,937円で類似団体の176,539円に比べ54,602円少ない。過去5
年間平均でも、類似団体に比べ63,125円少ない。平成15年度から平成16年度にかけて交付税が大幅に減少したのに比例し、
普通建設事業費の人口1人当たりの決算額も急激に減少した。その後、平成18年度において普通建設事業費の人口1人当たり
の決算額が増加したのは、農産物加工直売所整備事業、公営住宅渡瀬団地建設事業、村道寅卯平富田線改良舗装事業、移
動通信用鉄塔施設整備事業などを実施したことによるものであり、平成１９年度において激減したのは、村道寅卯平富田線改
良舗装事業の終了によるものである。平成20年度において前年度比59.6％の増の要因は、書庫倉庫建築事業、介護老人福祉
施設整備事業、村道関下関口線舗装事業などの実施によるものである。今後も慎重に財政運営し、財政の健全化に努める。




